



塩魚製品の開発と生産の拡大１) に次ぐ課題である｡ 日魯漁業は ｢計画的な流通事業｣ を実施す
るために冷蔵設備の導入を行った｡ その導入のプロセスは, 大型設備の買収, 新製品の開発と
設備応用, 全国的販売網の展開に応じる消費地冷蔵庫ネットワークの形成, という三段階で展
開された｡ ここで検討する主な論点は, 日魯製品の販売を統括する販社の成立と全国的販売網
の展開, 及びその役割である｡    年代後半, 日魯漁業は, 冷凍運搬船隊を保有し, 集散地冷蔵庫 (函館, 青森, 大湊, 小
樽, 根室), 主要消費地冷蔵庫 (芝浦), 産地冷蔵庫及び冷凍工場を整備し, 冷凍品, 冷蔵品,
新巻などの塩蔵品の加工, 輸送, 保管方法を充実し, 塩魚製品の生産高を急速に拡大した｡ 生




拡大を計画すると同時に, 製品販売組織の形成を急いだ｡ 特に新製品の ｢新巻｣ と ｢函入製品｣
の生産拡大とともに, 日魯漁業は製品販売を統括する販社を設立し, この販社を通して各地の
塩魚問屋を系列化し, 結束力の高い販売組織を構築した｡ さらにこの販売組織を利用して日魯






ついて｣ (『立教経済学研究』 第  巻第２号,     年,   月) を参照, 日魯漁業の塩魚生産について
｢日魯漁業の冷蔵設備運用と塩魚製品の開発｣ (『立教経済学研究』 第  巻第２号,     年, ９月) を
参照のこと｡
                                                               
本稿の関心の一つは, 明治, 大正, 昭和初期にかけての食料品生産における市場経済の到達
点を検証することである｡ 特に在来産業と見られてきた漁業と近代商品経済の象徴とされる都
市化の接点として水産物の流通に焦点を当てて検討を進め, また, 技術条件, 生産条件などの
変化が流通条件に大きな影響を及ぼすということにも着目したい｡
漁業, あるいは水産物の製造は, これまで漁業史や水産企業経営史の研究テーマである｡ ま
た, 水産物流通に関しては, 市場史の研究で大きな成果をあげている｡ しかし, 市場史の主な
着眼点は, 近代の問屋が主導する水産物市場から中央卸売市場への移行である｡ それは, 食糧,
野菜, 生果, 水産物などの ｢市場｣ の近代化の歴史に挑戦する作業で, 日本全国にわたる独特
の中央卸売市場政策という産業政策と物価政策両面にわたる政策の意思決定と実施に関わる課
題で, 内容は極めて多岐にわたっている｡ また, 中央卸売市場に関連する重要課題の一つは,
市場外流通の問題である｡ これは水産物の加工品に緊密に関連している｡ 戦前からすでに大都
市で中央卸売市場を設立しだが, 市場外流通の問題はあまり検討されてこなかった｡ 一方, 藤
田貞一郎氏は, 中央卸売市場の成立が資本制漁業企業を疎外する役割があったと指摘した｡ し
たがって, 中央卸売市場の成立が資本制漁業に及ぼす影響, 場外流通における資本制漁業の役
割, 及びこの両者の関係の究明も, 重要な研究課題であると言える｡    年代半ばから  年代の後半にかけての中央卸売市場設立の動きは, 六大都市を中心にお
きていたのである｡ 中央卸売市場政策の産業政策としての側面は, 中小漁業者への公正・公平
な製品流通条件を提供することである｡ 一方, 日本水産の場合で２) 検討されたように, 中央卸







産が実現するまで, 漁業問屋と正面から衝突することがなかった｡ しかし,     年ごろ, 日魯
漁業は, 冷凍・冷蔵技術の導入をきっかけに従来の塩魚製品より付加価値の高い ｢新巻｣ を開
発し, 急速に生産を拡大していった｡ 塩魚生産の拡大にしたがって, 塩魚の流通体制の再構築
も課題となった｡ そこで, 日魯漁業は, 塩魚流通体制の構築及びその流通体制の運用によって
北洋塩魚製品の独占を実現した｡ こうした日魯製品販売体制の構築と運用は, 現代的食品マー
ケティングの先駆事例として検討に値すると思う｡
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２) ｢資本制漁業と中央卸売市場の成立―日本水産の場合―｣ (『立教経済学研究』 第  巻第２号, 第３




う｡ 北洋の塩魚製品の原料となる主な魚種は白鮭と鱒である｡ 従来大衆向けの商品は ｢函入鮭｣,
｢函入鱒｣, ｢散鮭鱒｣ などがあった｡ そのうちの代表的な製品は ｢散鮭鱒｣ で, 製造方法はい
わゆるドブ漬けである｡ つまり, 鮭や鱒を, 内臓をとってから塩漬けにするものである｡ それ
に対して ｢函入鮭｣ と ｢函入鱒｣ は原料の選別と包装が必要である｡     年ごろ, 日魯漁業は,
冷蔵技術の導入にしたがって, 減塩の製品 ｢新巻｣ を開発し,   年以降に大量生産を始めた｡





年に   万円に達した｡ 日露戦中に急減したが,   年に   万円に回復した｡ しかし, 塩魚輸入
額は    年に当統計表から姿が消えた｡ 別に, ｢日本外国貿易年表｣ の附属統計の ｢水産物細
別表｣ がある｡ ｢水産物細別表｣ のもとは税関の ｢出漁船捕獲採取品及其製品内訳表｣ がある｡
この表は地域別に韓国, 露領亜細亜, 其他諸国に分かれており, 露領亜細亜に限りカムチャッ
カ, ニコラエフスク, その他に分かれている｡ 中の塩魚輸入に関するデータは    年からであ
る｡ 日露戦争後, 水産物の輸入が徐々に増大して, 特に    年から毎年増大し,     年にピー
クの    万円の輸入額を記録した｡ その後も年間    万円の輸入額が    年まで続いた｡ 中
には, 塩鱒と塩鮭の輸入額は    年から    年まで８割～９割を占めていた｡   年以降にだん
だん低下し,   年には輸入額の半分以下に下がった３)｡ 一方, 塩魚輸入は    年にふたたび













３. ｢水産物細別表｣ には, ｢出漁船捕獲採取品及其製品｣ を含んでいて, 日本人業者の製造
したものも, 日本への輸入として表すのである｡
４. データの記録は統計方法の変化によって遺失したり, 変わったりしたことがある｡
５. 輸入額はソ連の漁業政策, 貿易政策及び日ロ関係の影響を受けるが, 日本業者の企業組
織方式にも影響される｡ 例えば,     年の北洋漁業の鮭鱒工船漁業の大合同によって, 日
魯漁業は充分な原料魚を確保するようになって, ロシア業者から買魚の必要性が薄くなっ
た｡     年以降塩魚輸入の途絶は, この要因の影響が大きいと思う｡
６.     年以降, 公海で操業する鮭鱒工船漁業は急速に発達し, 日魯漁業が冷蔵運搬船での
冷蔵運送も盛んになり, 露領からの直接輸出と公海から自国への輸入を行った４)｡ 日本水
産の場合では,     年の満州事変後, 香港市民のボイコットによって水産物の販売が大き
な影響を受けた｡ しかし, 日魯漁業の輸出先は国民政府統制下の上海なのに, こうした影
響は全く見られないのが, 露領から直接に輸入したからだと思う｡
貿易データの他に, 農林省と水産庁の統計データもある｡ 表１は農林省と水産庁の塩魚輸出
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表１ 鮭鱒塩魚の輸入と輸出
年次














円    年                       年                       年                                       年                                        年                                       年                                        年                                       年                                        年                                        年                                        年                                         年                                         年                                         年                                          年                                   
出典 農林水産省統計情報部農林統計研究会 『水産累年統計』 第２巻     年３月    ～   ,    ～   ページ表, 農林
大臣官房総務課編 『農林行政史』 財団法人農林協会     年  月    ページ第  表による｡









日魯漁業の製品販売組織の構築は, 塩魚問屋を組織化した ｢日魯組｣ からはじめた｡ しかし,
分散的な販売組織は日魯の ｢大量販売｣ の目的を達成できなかったため,     年以降, 日魯漁
業との結合が強い販売会社が組織されるようになった｡  分散的販売組織    年５月に日魯製品を取扱う問屋から, 過去の販売実績, 財力, 信用度などの条件で選ん














賀与吉商店, 森卯兵衛商店, 佐々木忠兵衛商店, 柳沢善之助商店, 細谷伴蔵商店の５店に鮮魚問屋か
ら出発した高村善太郎商店も加えて匿名組合 ｢日魯組｣ を結成させ,   万円の出資金で日魯への債務
には連帯責任を持つことで, 日魯製品の元扱業者に指定した｡ 一方この６店の傘下の全国の塩魚問屋
が集って, 都市又は県単位に日魯組を結成して, 函館の日魯組組合員の専属買受人とした｡ 前掲 『日
魯漁業経営史』 第１巻,    ページ｡























に旧来の問屋の販売方針は ｢手元の商品をできるだけ高く売る｣ ことで, 大量生産を図る近代
的企業の目標は ｢大量生産した製品を大量販売することによって平均利潤を得る｣ ことである｡    年に起こった日魯組のマス思惑買事件はそうした不一致の一例である｡    年は日魯が主宰する露領漁場では鱒不漁の年であった｡     年以前強敵視されていた択
捉物はもう何年間も不漁が続いて競争対象にならないと見て, 日魯は自社の漁場の状況で改良
函入鱒と新巻鱒を製造し, 生産量に応じて市価も定まりかけていた｡ 日魯組は, 日魯漁場のマ
ス不漁情報が流れていたので上海方面に輸出した塩マスをいつもより高値で売る  ) と同時に,




在リ近ク其出回リニ先立チ有利売約ヲ見込ミナリ｡ 日魯漁業株式会社 『第二十三期営業報告書』 (    
年  月１日～    年５月  日), ７～８ページ｡
９) 日魯漁業株式会社 『第二十四期営業報告書』 (    年６月１日～同  月  日),   ～  ページ｡  ) 同上,   ～  ページ｡  ) 塩鱒ハ希有ノ薄漁ナリシニ加へ, 上海方面ノ買気比較的旺盛ナリシタメ, 終始好値ヲ維持シ, 前年
ニ比シ約三割高ヲ唱ヘラレタリ, 従テ当社ノ製品モ入船毎ニ全部一掃セラレタリ｡
                                                               
マスの思惑買をおこなっていた｡ しかし, エトロフ島に鱒の大群は次々と押し寄せ, 過去の大
漁年でも  万石ほどであったのに, この年だけは生産高  万石を越えた｡ こうして国内市場の
エトロフ塩マスの大量供給は, 塩マスの市価を崩し, 日魯組に再起不能の大損失を蒙らせ, 日










店の大川原代善で, いずれも旧日魯組の六大問屋の者で, 日魯と関係が深かった｡ それに日魯
から ｢マル水｣ の初期の役員には取締役支配人広川新蔵, 監査役谷修治, 田巻憲三が出向し,
日魯との関係をいっそう固めた｡    年に北洋漁業の大合同が実現して, 北洋漁業の塩魚販売権をめぐって激しい駆引きの結
果, ｢マル水｣ は日魯販売政策への理解と協力及び実績で合同後日魯製品の独占販売権を獲得
した｡ さらに, 日魯の販売政策と協調していくために, 増資を行い日魯漁業の実際の主宰者で
ある平塚常次郎と真藤慎太郎は重役陣に迎え入れられた  )｡     年の製品販売は, ｢露領漁業
日魯漁業塩魚の ｢計画的流通｣    
  ) 三島康雄 『北洋漁業の経営史的研究』 (増補版) (ミネルヴァ書房,     年３月,    ページ) を参
照｡  ) 日魯漁業    年下期の営業報告書には ｢内容ノ充実, 社礎ノ堅実ヲ期スルノ必要アリ即チ今期ノ利
益ハ挙ゲテ手持チ有価証券並回収不能債権ノ償却ニ充当シタル為メ遂ニ無配当ノ已ムナキニ至レルモ
ノナリ｣ と記し, 有価証券及回収不能債権を   万円余償却した｡  ) 高村善太郎は函館商工会議所議員で, 島徳事件のとき, 日魯のために漁区を奪回するために函館の
市民代表として市民代表大会の決議文を携えて上京し, 関係方面に猛烈に陳情した｡ 最初鮮魚問屋か
ら出発したが, 日魯組を結成するときの６大問屋の一つであった｡     年日魯が ｢マル水｣ から撤退










じられた｡    年１月, ｢マル水｣ の初代社長末富孝次郎が死亡, 取締役会互選の結果, 平塚善次郎は
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｢マル水｣ の設立によって日魯の塩魚や冷凍魚の販売ルートは統一され, 表２の ｢利益 収
入欄｣ の数字で見たようにその収入は主に日魯製品を扱う１％ぐらいの手数料収入になり, こ
の収入方式の変化は行動方式の変化を促した｡ その行動方式は従来の ｢日魯組｣ と違って,
｢融資関係及環境状況カラ従来ノ様ニ思惑的買付ケヲセズ専ラ真ノ需要供給ニ応ズル真摯緊張





の前に並べ, 日魯, マル水, 全国各地の日魯組の代表が立合って値決めを行なった  )｡｣
マル水の成立した    年は, ちょうど世界大恐慌のショックの真っ最中であったが, 塩魚の
主要消費地であった東北農村は, ｢稀有ノ豊作ハ米価ヲ崩落セシメ国内一般殊ニ農家ノ購買力
ヲ沈衰萎縮セシメ  )｣ たという状況で, さらに日魯の漁場は大漁の年で, 輸出缶詰原料の紅サ






従来, サケ・マスは ｢塩ジャケ｣ の単一商品として関東以北を消費地としたが, ｢当社ハ一
面大阪ヲ中心トスル関西方面ヘ新巻鮭函入鮭ノ販路拡張ノ主義デ多大ノ犠牲ヲ払ッテ漁場カラ





  ) 同前掲 『日魯漁業経営史』 第一巻,    ページ｡  ) 函館水産販売株式会社 『第一期報告書』 ２～３ページ｡  )     年日魯の主要塩魚冷凍魚製品の製造数量は次のようである｡
函入鮭      函 函入鱒     函 散鱒   万尾 散鮭   万尾, 莚包塩魚   袋
新巻鮭      函 新巻鱒     函 冷凍白鮭    万尾 冷凍鱒   万尾
                                                               
の開拓は会社の前途に希望をもたらした｡
散マスは台湾, 香港, 上海, 大連に輸出し, マル水の扱った数量は, 散マス    万    尾と
莚包４万    個に上った｡ 上海に散マス   万尾, 莚包マス２万個, 大連に散マスを   万    
尾を送り, 台湾には函入マスと莚包マスを  万俵輸出した｡ 冷凍サケ  万尾の中の約  万    
尾は冷凍船大光丸積で京都大阪神戸に輸送販売し, 残った分は長野, 新潟及び東北各地に全部
予約販売した｡ このようにマル水が塩サケ, 新巻, 冷凍サケの関西市場を開拓する活動には日
魯のバックアップがあった  )｡ 同年度に三井物産と日魯も海外に散マスの輸出を行ったが, マ
ル水の取扱数量が圧倒的に多かった｡    年の年初から塩魚の在荷がなかったことと, 北洋方面の薄漁の情報が流れたことに影響
されて, 塩魚市場に幾分活気が見えた｡ しかし, 悪材料として, ①主要消費地である東北地方
では不作で購買力の低下に加え需要期に銀行倒産の続出によるダメージ, ②近海生魚の出回り
の旺盛, ③アメリカサケの輸入は９万    函の最高記録を刷新した, などの影響で, ｢塩魚品
取扱上極メテ困難複雑微妙ナル年柄  )｣ であった｡ 一方, 去年新巻を大量に出荷した京阪地方
には北見と択捉物が大量に直送され, 新巻の販路は関西よりさらに西へ広がっていった｡ マル
水はこれに加勢して前年より新巻の取扱量を４割増加して, 九州市場を開拓するために ｢従来
函鱒ノ独壇場タル下ノ関ニ四千函試送シ, 九州方面販売好評ヲ博シ  )｣ た｡ 散マスは ｢満州事
変｣ の勃発で中国大陸への輸出は途絶し, 全部台湾に輸出された｡ 函入サケ・マスの販売は,
アメリカサケの ｢従来不測ノ方面ニ迄積送シ｣, ｢随所ニ成行相場ニテ｣ 販売されたことで影響
が大きかったが, 後に発生した北洋の不漁によって助かった  )｡
こうしていかなる強力な問屋業者でも独力で対処できない  年と  年の変動の激しい経済情
勢の中で, ｢マル水｣ は日魯の強力なバックアップを背景に, かえって活発な市場開拓の活動
を展開していった｡  日魯漁業の製品戦略と販売戦略    年に前節で述べたように, 北洋漁業の大合同が実現すると, 日魯は独占的地位をさらに
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た｡ 実際に日魯沖取り漁業子会社の塩魚製品は, 日魯の製品に比べてまだ ｢其製品ノ処理, 製






















































出典 函館水産販売株式会社 『第一期報告書』 ～ 『第十一期報告書』 (    ～    年), 日魯漁業株式会社 『第二十八期報
告書』～ 『第四十八期報告書』 (    年～    年)｡











の前触れとなった｡ 合同初年度の    年に比べて, マル水の扱った主要製品数量では, 散マス
は約  ％減少し, 冷凍サケは約  ％減少した上かなり在庫が残り  ), 函入サケ・マスの総数は
ほぼ同じで, 新巻製品の取扱数量だけが約  万函増加しただけであった｡ しかし, 販売収入は,    年の    万円より約  ％増の     万円に達し大幅に上昇した｡ それは, 製品高級化と
販売統制によって独占的な利益がいかに急増したかを示すものであった｡  年から  年にかけての ｢マル水｣ の活動は, 日魯の製品戦略へのマッチ, 販売組織の構築,
時系列販売計画の実施, 消費地までの販売ルートと冷蔵庫網の設置, 消費地の販売組織再構成
などの内容を含んでいた｡ また, 日魯の  年の北洋定置漁業への合同,   年の沖取漁業への合
同に従って, ｢マル水｣ も独占的販売ルートを構成し, ｢統制販売｣ も実験済みになった｡ これ
は,   年以降塩魚市場を独占する基礎となった｡
日魯漁業塩魚の ｢計画的流通｣    










ヲ要望致シテオイタ次第デアリマス｡ 前掲函館水産販売株式会社 『第五期報告書』 ６ページ｡
                                                                
第二節 価格維持と ｢計画的流通｣    年以降, 日魯はマル水と日本鮭鱒販売連盟会を通して北洋サケ・マス塩魚の卸売を独占
するようになった｡ 以下では ｢マル水｣ の逐年活動によってその独占の実態を検討する｡  年の漁獲は全く予想外のものであった｡ 紅サケが不漁で漁獲量は前年の  ％しかなく    
年以来最低の記録であった｡ 白サケも平年以下の漁獲量で終った｡ 一方, 不漁周期に回ったは
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  ) 今年勘察加ノ鮭漁ハ日魯会社ノ予算未満ト云フ薄漁ニ終了致シマシタガ生産者ガ製品ノ改善ト優良
化ニ専念セラレ為メニ新巻ハ増産ヲ加ヘ従テ函入鮭ハ一六一, 〇〇〇函ト云フ茲数年来ノ減産トナリ




得ていた｡ 前掲 『日魯漁業経営史』 第一巻,    ページ｡  ) 今期ハ卯月陽春ノ候…吾日本鮭鱒販売連盟会第二回総会ヲ東京丸ノ内工業倶楽部ニ開催シ以テ相互
ノ共存共栄ト販売制鞏化ニ一段ノ強調ヲ加エ得タ事ハ御同慶ノ至リデアリマス｡ 前掲函館水産販売株
式会社 『第六期報告書』     年  月, ２ページ｡
連盟は毎年初夏の頃, 日魯組のある都市で総会を開いた｡ これは東京, 名古屋, 大阪, 下関, 新潟
と逐次巡回し, マル水側は勿論日魯でも平塚, 真藤などの役員, 販売担当者が多数参加し, 当年の生











順調に消化されつつあった｡ 上海方面は為替の不利と災害などで需要減退になり, 台湾, 大連
の海外市場に一部輸出したが, 残りの約半分弱の塩マス製品は, 国内市場の値崩れを防ぐため















菱商事, 三井物産と協議した結果, 北千島の紅サケ缶詰輸出の統制機関である ｢北千島紅鮭缶
詰共栄会｣ を設立した｡ 統制方法は, 出荷の全面統制による価格調整であった｡
日魯漁業塩魚の ｢計画的流通｣    
は開催地日魯組が負担する習慣であった｡ 前掲 『日魯漁業経営史』 第一巻,    ページ｡  ) 函館水産販売株式会社 『第六期報告書』     年  月, ４ページ｡  ) 前掲 『日魯漁業経営史』 第一巻,    ～   ページ,    ～   ページを参照｡  ) 鱒缶詰ハ各方面予想外ノ豊漁ニ市価ノ前途頗ル憂慮セラレタルモ, 当社主唱ノ下ニ日本鮭鱒缶詰共
同販売会設立セラレ全日本鱒缶詰ノ販売統制ナリタル結果次第ニ順調ノ売行ヲ見ントスルニ至レリ｡















された｡ 配給機関の変遷は ｢漁業生産者自ら組織体を設け官より融資を受けて事業を営む結果｣ で,
｢産地に於ける漁業者自らの漁獲物の統制販売は, 従来函館海産商の手を経たる海産物を直接中央商
業資本との取引に移動せしめたる為, 彼此自ら函館海産市場の活動範囲を圧迫, 縮小せしめ｣ た, と
分析した｡ 具体例として干物, 昆布などの商品の取引量, 日本鮭鱒缶詰共同販売会とマル水などの組





















魚の思惑買いを再開し, 乾数の子を    俵買い貯めて年末に販売して好成績を得た  ) という｡    年の鮭は不漁で, 鱒は大漁であったが, 日魯は新巻サケの製造に集中して, 函入サケは
８年ぶりの最低記録となった｡ これに対して新巻マスを今までになく  万函製造し, 函入マス
も  万    函, 散サケも５万    石製造した｡ マス製品の増産に従って, マル水の営業は海外
日魯漁業塩魚の ｢計画的流通｣    
  ) マル水は扱った    万函の中に新巻   万函, 其他新巻  万函, 函鮭   万函, 函鱒   で, 日魯
の製品は新巻鮭    万函と其他新巻   万函, 函鮭   万函, 函鱒   万函であった｡ 日魯漁業の製
品は新巻鮭のほとんど全部と函鮭に集中していた｡ 同上函館水産販売会社 『第七期報告書』     年３
月, ４～５ページを参照｡  ) 塩魚類ハ沖取リ, 北千島製品ノ早期出回ガ異常ノ数量ニ達シタル為相場ハ近年ノ安値ヲ示現シタル
モ消化能力ハ旺盛ニシテ当社製品出廻期ニハ相場安定スルニ至リ一方販売ノ統制ト相俟ッテ当社品ハ
比較的好値ヲ維持シ新巻鮭改良鮭共一小部分ヲ次期ニ繰越シタルノミニテ大部分売却シタリ｡ 日魯漁
業株式会社 『第四十期報告書』 (    年６月１日～    年  月  日), ７ページ｡  ) 同上函館水産販売会社 『第七期報告書』     年３月, ６ページ｡
                                                                
市場に重点をおいたのである｡ 一方, 蘆溝橋事変の勃発で船, 貨車など輸送手段は極度に緊迫























越ができることは, 塩魚製品に先物として取引をするなど ｢計画的流通｣ を実施する重要な条
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  ) 函館水産販売株式会社 『第八期報告書』     年３月, ４ページを参照｡  ) 同上函館水産販売株式会社 『第八期報告書』, ２ページ｡  ) 日魯漁業株式会社 『第四十二期報告書』     年  月, ７ページ｡  ) 日魯漁業株式会社 『第四十三期報告書』     年６月, ７ページ
                                                                
主な方法であった｡ しかし, これも塩魚の先物と似たようなもので, 古い意味での投機ではな
い｡ 大漁による産地価格の崩れを防止する手段であった｡   年以降, 産地価格の値崩れ防止は,
毎年の販売の重要な政策の一つになった｡    年６月から豊漁の情報が伝えられ, 近海サケと樺太マスの大量出荷で市場価格の崩落を
招きそうになり, 日魯とマル水は６月の末に日本鮭鱒販売連盟会の緊急臨時総会を開催し ｢滞












不足によって高値で早期取引が完了した｡ 海外向けの散鱒は, 大連に筵積４万    個, 台湾に  万    個であったが, 上海には５万個の中に朝鮮各港揚げのものが３万    個があった｡ こ
の年の干物取引には, マル水は ｢自重｣ していたので, あまり介入しなかった｡    年に ｢時局下低物価政策ト生産者側ノ原価高｣ が共になって, ６月末の日魯とマル水は
日魯漁業塩魚の ｢計画的流通｣    
図２ マル水の干スルメの思惑取引
函館水産販売株式会社 『第八期報告書』     年  月, ７ページ｡
  ) 函館水産販売株式会社 『第九期報告書』     年  月, ４ページ｡
                                                                
日本鮭鱒販売連盟会臨時総会を召集し ｢一貫セル需給ノ円滑ト自粛的販売シ, 以テ国策協力ニ




た｡ 国内塩魚販売において, 総会を利用して当年の塩魚価格をリードする取引相談を行い, 北
千島函サケ１万    函, カムサッカ沖新巻サケ２万   函, カムサッカ改良サケ   函の売買契
約を成立させて, その相談によって自ら塩魚の相場を提示した｡ この後, ｢四囲ノ強材ニ漸騰
ヲ以テ推移｣ し, さらに, 産地減産の情報が流れて, ｢杜切勝ノ入荷ト需要地ノ好景気ガ齎ス
買気優勢ハ往年ノ比デナク豪勢ナ御来客ニ活気横溢｣ して, ８月末に日魯の残った全製品の契
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指数  年＝    日魯総収入(万円) 太平洋漁業(万円) 幌莚水産(万円) 合 計(万円) 塩魚売上／総収入 ％  塩魚売上／日魯総収入    年                                 年                                 年                                 年                                      年                                          年                                            年                                           年                                             年                                              年                                              年                                           
出典 函館水産販売株式会社各期営業報告書, 日魯漁業株式会社各期営業報告書, 日魯漁業株式会社 『日魯漁業経営史』
(第一巻, 水産社,     年,    ページ,    ページ) のデータにより作成｡
                                                                
｢   価格停止令｣ の公布は, ほとんど    年の日魯及び子会社製品の国内塩魚販売に影響
しなかった｡ 海外への塩魚販売は, 同じように ｢   価格停止令｣ と輸出機関の統制の変化に
さらされたが, それらは, 同年のマル水の塩魚輸出にまだ影響を与えなかった｡     年は塩魚
製品の自由価格で販売した最後の年であったものの, マル水は北洋塩魚相場をリードし, 取引
を独占する能力を完璧に演じていた｡ 表４で示されたように, 塩魚収入が日魯のグループ企業,
ないし日魯単体に対する重要度は,   年以降ますます増えてきた｡   年にその収入の３割,   
年に単体の収入の約４割,   年に同収入の約半分,   年に約７割になった｡
第四節 統制経済と販社の無用化    年に, 価格停止令とコスト高で, 塩魚製の製品構成に著しい影響を与えて ｢公価設定ニ
基キ採算上殆ド新巻製ノミニテ改良製ハ著減ヲ呈｣ し, ｢函鱒ハ前年度ノ約半数而テモ公価ニ
ヨリ改良製ハ激減シテ概ネ新巻製トセラレ｣ て, すなわち, 塩魚の公価の決定によって各社と




結局, 戦時の低物価政策に抵抗できず, 公定価格に従って販売するしかなく  ), すっかり商売







構案ヲ決定シ以テ配給ノ円滑適正ト組織ノ整備ニ努メタル…｡ 函館水産株式会社 『第十一期報告書』    年４月, ２～３ページ｡  ) (海外への輸出は 引用者), 従来ノ販売機構ガ改変セラレ即チ海産物輸出関係ノ全面的一元統制ニ
ヨリ当社トシテハ商材著減ノ裡ニモ積極的ナル努力ノ結果関満ニハ新巻鮭, 改良鮭二, 二五〇函, 改
良鱒莚包二九, 〇〇〇個ヲ, 中華ニハ新巻鮭一, 九五〇函, 改良鱒莚鱒一七, 〇〇〇ヲ, 台湾ニハ新
巻鮭五, 六〇〇函, 改良鱒莚鱒九六, 〇〇〇個, 朝鮮ニハ新巻鮭改良鮭三, 〇〇〇函, 改良鱒一, 五
〇〇函ヲ各各積出シ当社取扱上ニ於テ曽テ見ザル最低記録ヲ示シ乍ラ業者間ノ取扱比率ハ最高ヲ占ム









に日魯の缶詰は ｢非常時用貯蔵食品｣ に指定されて輸出禁止となった｡ 翌年, 日魯の塩魚も
｢非常時用貯蔵食品｣ に指定され, 販売の決定権さえなくなった｡ 全国の ｢日魯組｣ も次々と
消滅していった｡
表５で示したように, 日本鮭鱒販売連盟会会員は, ほぼ全域で支店網を張り巡らせた北海道
・東北・関東・中部地域, 京阪神の主要消費都市をおさえた近畿, 及び瀬戸内の倉敷, 尾道,
下関に点在的営業窓口を構えた中国, というように分布していた｡ 四国, 九州など伝統的な鮮
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  ) マル水の商権を奪われることは, 前掲 『日魯漁業経営史』 (第一巻,    ～   ページ) を参照｡
表５ 日本鮭鱒販売連盟会の地域分布










小樽市   直江津市   幹
函館市    常幹１, 特７ 富山 高岡市   幹
東
北
青 森 青森市   幹１ 福井 敦賀市  




秋田市   幹 上田市  
大館町   県日魯組支店 岡谷市  
能代湊   県日魯組支店 松本市  
横手町   県南日魯組 山梨 甲府市  
大曲   県南日魯組支店 静岡 津沼市  










京都 京都市   幹 魚市場
米沢市   幹 大阪 大阪市   幹 魚市場




岡山 倉敷市   幹 中国日魯組支店
関
東
栃木 宇都宮市   広島 尾道市   幹 中国日魯組
群馬




大陸 上海   幹
埼玉 深谷町   幹 台湾 基隆   幹
千葉 銚子市   旧満州 大連   幹
東京 東京市   幹 魚市場
神奈川
横浜市   幹 魚市場
平塚市  
出典 日魯漁業株式会社 『日魯漁業経営史』 (第一巻, 水産社,     年)｡
                                                                




効率的な販売組織としてなぜ存続できないのか, あるいは, ｢押しつぶされた｣ という言い方
には疑問が大きい｡ この問題について少し説明が必要である｡
まず, 北洋漁業合同の意味について ｢企業の合理化による合同というよりも, 対露関係と露
領漁業を独占した日魯漁業の保護助成という政治的手段で行われていることは, 露領漁業, あ
るいは工船カニ漁業の場合と同じ傾向である  )｣ と指摘された｡ つまり, 国策のために, 他の
業者は役人からの圧力によって優位性のある企業への合同を強制された｡ 国策のために合同し
た事業である以上, 単純の私企業の利益に貢献する販売機関の保有の必要性が薄くなる  )｡
次に,     年３月の漁業法の改正に従って, 水産組合の役割が徐々に増強していった｡     
年からの輸出水産統制の実施も水産組合を中心に行っていた｡ 北洋の缶詰販売と輸出は水産組
合の形を整えているが, 塩魚の販売と輸出組織とした日本鮭鱒販売連盟会はむしろ戦時統制が
排除しようとした ｢中間商人｣ の団体であった｡     年９月  日, 農林省第  号令で ｢輸出水
産物検査規則｣ 中の改正を行い, 輸出水産物の種類と検査機関を改めた｡ 輸出水産物の第２項




も賛否両派に分かれた｡ 日本水産は, 自社の下で水産業を統合することを期待して, 推進派に
変わったものの, 日魯漁業と林兼商店の根強い反対で, 漁業生産は各漁業ブロックで統制会社
の成立が見られた｡ いわゆる戦時漁業統制は, 日水の加工・流通機関を中心とした水産物配給
だけの統制になった  )｡ 各資本制漁業会社は, 自社の流通機能を譲る原因は, 本体の確保のた
めであろう｡
日魯漁業塩魚の ｢計画的流通｣    
  ) 出典 前掲 『近代漁業発達史』    ページ｡  ) 事実上, 日露戦争後に露領漁業の ｢国家権益論｣ の議論がずっと続き,     年の日ソ漁業条約の改
定をめぐっての紛争が繰り返され, 日魯の経営陣にも反対論者がいて, 社外の反対勢力と呼応して色
々な面から日魯漁業の独占を批判している｡ 前掲 『日魯漁業経営史』 第１巻,    ～   ページを参照｡  ) 農林大臣官房総務課編 『農林行政史』 財団法人農林協会,     年  月,    ～   ,    ～   ページ
を参照のこと｡  ) 田中宏 『大洋漁業』 (展望社,     年５月)    ～   ページ, 前掲 『日魯漁業経営史』    ～   ペ








魚の冷凍と計画的流通を試みた｡ しかし, この葛原冷蔵は, 設備利用問題, 商材不足などいろ
いろな問題を抱えていながら, 最終的に資金調達問題によって倒産した｡ これは, 日魯漁業が
冷蔵技術を導入するきっかけとなった｡ 冷蔵技術を導入してから, 日魯は冷凍サケ, 新巻サケ
など塩魚新製品の試製と販売を拡大しながら, サケ・マス以外の魚種から新製品の開発を手が
けて, 大型冷凍運搬船のフル利用に努めていた｡ 各漁場間の原料魚の輸送による缶詰生産能力







ラを完成させた｡ そして,     年以後, 日魯は毎年の製品計画に応じて販売計画と価格政策を





戦略を取った｡ また, 間接的な流通組織は, 大量流通に専念できず, 投機的な取引に走りやす
いので, 直轄の卸売販売会社を設立し, 販売支店と代理店ネットワークを構築した｡ 生産の独
占に根ざした ｢計画的流通｣ は, 大量流通, 市場開拓, 通年取引, 価格の平準化の役割を果た
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